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６　　事　務　執　行　概　要
令和３年度の大阪経済は基調として持ち直しの動きが続いた。新型コロナウイルス感染症の流行により、消費は一進一退であったが、輸出は増加傾向が続き、投資も持ち直した。生産は、年前半は世界経済の回復から持ち直しが続いていたが、年後半はサプライチェーンの混乱による供給力不足等もあり失速した。雇用は、完全失業率が４～６月期以降、緩やかに回復し、10～12月期には新型コロナウイルス感染症拡大前の水準に戻った。
商工労働部では、こうした経済・雇用情勢を踏まえ、また、大阪府中小企業振興基本条例の趣旨も踏まえつつ、国や市町村、経済団体や金融機関、支援機関等と連携しながら「中小企業等の支援機能の強化」、「新たな産業創出、起業支援、投資促進」、「健康・医療関連産業のクラスター形成と育成」、「多様な人材の活躍支援」に取り組んだ。
○　「中小企業等の支援機能の強化」については、「大阪産業局による中小企業支援サービスの充実・提供」、「営業時間短縮要請等に伴う支援」、「事業承継支援」、「商店街等の活性化」、「MOBIO(ものづくりビジネスセンター大阪)等での総合的支援」、「デジタルトランスフォーメーション（DX）推進」、「金融支援」や「国際ビジネス支援」等に取り組んだ。
・「大阪産業局による中小企業支援サービスの充実・提供」については、府市の中小企業支援団体である大阪産業局が、企業ニーズ等に応じて機動的に事業を実施できるよう令和３年度から新たに「スタートアップ支援」・「ものづくり支援」に係る事業を移管するとともに、必要な事業費を「大阪府中小企業支援交付金」として交付した。
・「営業時間短縮要請等に伴う支援」については、府からの休業や営業時間短縮の要請にご協力いただいた飲食店や大規模施設等に対し、新型コロナウイルス感染症の拡大防止等を目的に協力金等を支給した。また、６月には協力金等の業務に特化した組織として「協力金推進室」を設置し、事業者への支援に取り組んだ。
・「事業承継支援」については、商工会・商工会議所や金融機関等の支援機関、国・市町村などと連携し、大阪産業局とともに集中的に取り組み、事業承継診断や事業承継セミナー等を実施するとともに、事業承継計画の策定支援など、伴走型支援を行った。

・「商店街等の活性化」については、コロナ渦の影響が続く中、地域商業や地域コミュニティの担い手として重要な商店街において、新しい生活様式（ニューノーマル）に沿った「ICT活用」や、地域内経済を循環させる「バイローカル」の『モデル創出』に取り組むとともに、その『成果の普及』を通じて、市町村・商店街の取組みを後押しすることで、商店街の持続的な発展に繋げた。
・「MOBIO(ものづくりビジネスセンター大阪)等での総合的支援」については、（地独）大阪産業技術研究所が行う技術支援や成長産業分野の研究開発、顧客サービス向上に向けた取組みを支援した。また、MOBIOの機能強化と国内外に向けた情報発信を通じ、府内ものづくり企業のブランド力向上に取り組んだ。
・「デジタルトランスフォーメーション（DX）推進」については、データやデジタル技術を活用して中小企業の課題に応じたDX推進に資するソリューションを提供できる企業「大阪府DX推進パートナーズ」や大阪産業局と連携し、人材育成講座の開催や専門家派遣等による伴走支援など府内中小企業のDX推進を支援した。

・「金融支援」については、コロナ禍により、経営に影響を受けている中小企業の資金繰りを支援する「新型コロナウイルス感染症対策資金」等を継続して実施するとともに、経営改善等に取り組む事業者を支援するため「新型コロナウイルス感染症伴走支援型資金」を創設した。
・「国際ビジネス支援」については、海外との往来の制約により商談ができないなど、府内中小企業の国際ビジネス展開は困難な状況にあることから、府が有する上海事務所やアジア４か国に設置するビジネスサポートデスクの支援機能を強化した。また、海外の各拠点から、現地経済の回復状況、最新の市場動向等の情報提供を行うほか、オンラインによる海外ビジネス再構築の支援を行った。
· 「新たな産業創出、起業支援、投資促進」については、「2025年大阪・関西万博を視野に入れた新たな産業の創出」、「産業用地の確保、国内外の企業誘致・投資による産業集積の維持・促進」、「起業家の発掘・成長支援及び企業の育成・輩出」に取り組んだ。
　・「2025年大阪・関西万博を視野に入れた新たな産業の創出」については、バイオプラスチック製品の研究開発等の支援によりSDGsの達成に貢献するとともに、SDGsビジネスの創出や成長支援としてSDGsビジネスマッチングイベントを開催した。また、蓄電池分野では、中小企業等からの相談対応や、電池を活用した製品等の開発・実証の経費補助等を行った。水素分野では、「H2Osakaビジョン」に基づき、水素利活用拡大に向けた取組として、企業版ふるさと納税を活用した燃料電池バス（FCバス）の導入支援を行い、府内企業の事業参入を促進した。2025年大阪・関西万博を視野に入れ、大阪における空飛ぶクルマの実現に向けた具体的なアクションプランを盛り込んだ大阪版ロードマップを策定し、空飛ぶクルマ実現によるビジネスチャンス創出と新たなビジネス・サービス創出に向けた企業の挑戦意欲、住民の期待値（社会受容性）のさらなる向上に取り組んだ。
　・「産業用地の確保、国内外の企業誘致・投資による産業集積の維持・促進」については、市町村のまちづくりと連携した用地創出を行うとともに、立地優遇制度の活用やプロモーション活動により企業立地の促進に取り組んだ。また、府内に本社を設置する外資系企業に対する支援により対日投資を促進した。
　・「起業家の発掘・成長支援及び企業の育成・輩出」については、ビジネスプランコンテスト等を通じた有望起業家の発掘及び成長支援に加え、スタートアップ・エコシステムの拠点形成のために、大阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアムの運営等に努め、将来のリーディングカンパニー候補となる企業の育成や輩出を目的として、事業立ち上げ時に必要とされる専門的な支援の実施や、成長期にあるスタートアップに対し、先輩経営者等とのつながりを提供しさらなる発展支援を行った。
○　「健康・医療関連産業のクラスター形成と育成」については、創薬・ライフサイエンスをコンセプトとする「彩都」に続き、健康・医療をコンセプトとする「北大阪健康医療都市（健都）」、再生医療をベースに未来医療の産業化や、国内外の難病患者等への未来医療の提供による国際貢献を推進する「未来医療国際拠点」といったそれぞれ特色のある拠点形成に向けた取組み、関西圏グローバルバイオコミュニティの形成、ライフサイエンススタートアップ・エコシステム構築の検討、府内中小企業に対する健康・医療関連産業への参入促進の取組みを実施した。

・「彩都」においては、拠点性の維持・向上のため、ベンチャー企業等に対する研究開発支援や彩都内外の企業・研究機関間の人的交流の促進等を行った。
・「健都」においては、国立健康・栄養研究所の着実な移転の実現や健康・医療関連企業等の集積・連携体制構築等を推進した。また、健都における企業間交流・産学連携を促進するとともに、府内企業や府外の産業拠点等と健都を広域的につなぐワンストップ窓口となるコーディネート機能の構築に向けた検討を行った。
・「未来医療国際拠点」の形成に向け、京都大学iPS細胞研究財団を誘致する等、入居者確保に取組んだ。また、未来医療の創造・実践・共有を展開するため、拠点機能の具体化に向けた取り組み、未来医療推進機構が主体的に取り組んでいる細胞・組織の安定供給等を実現するサプライチェーンの構築に向けた検討に加わるとともに国への要望等を行った。
・「関西圏グローバルバイオコミュニティの形成」については、７月に設立された「バイオコミュニティ関西」の構成機関と協同し、国による認定に向けた取組み、コミュニティが取り組むべき計画の策定、必要な情報収集等を行った。
・「ライフサイエンススタートアップ・エコシステム構築の検討」については、大阪の強みであるライフサイエンス分野におけるスタートアップ・ベンチャーの起業及び成長を促進するため、彩都・健都・中之島（未来医療国際拠点）が連携した大阪独自のエコシステムのあり方について現状分析や施策検討等を行った。
・「健康・医療関連産業への参入促進」については、欧州企業との商談会の開催などの海外ビジネス展開の支援やPMDA関西支部の利用促進等を行った。
· 「多様な人材の活躍支援」については、「OSAKAしごとフィールドを軸とした総合支援」、「公共職業訓練を通じた就職支援」、「民間人材サービス事業者と連携した緊急雇用対策」や「労働環境の改善支援」等に取り組んだ。
・「OSAKAしごとフィールドを軸とした総合支援」については、女性、若者、高齢者等、コロナ禍での影響が大きい求職者を重点的に支援し、特別相談窓口を開設した。また、人材ニーズの高い業界や業種を中心に、求職者が経験していない業種への就職支援を行った。
・「公共職業訓練を通じた就職支援」については、高等職業技術専門校や、民間教育訓練機関などにおいて、求職者の就職を支援するため、必要な技能や知識を習得するための訓練を実施した。また、ポストコロナを見据え、大阪の産業の成長を支える人材の育成やセーフテイネットとしての職業能力開発等を基本方向に、令和８年度を目標年度とする「第11次大阪府職業能力開発計画」を策定した。
　・「民間人材サービス事業者と連携した緊急雇用対策」については、令和２年10月から、緊急雇用対策特設ホームページ「にであう」を開設し、求職者と企業のマッチングを支援するとともに、雇用促進支援金の支給、新たにＤＸ人材の育成に向けたスキルアップ支援などを実施した。
　・「労働環境の改善支援」については、職場トラブルの防止・解決支援として、労働者や事業主等に対する労働相談の実施や、労働関係法令、労働関係情報の啓発・提供を行った。また、中小企業における労働環境改善に向け、事業所に個別訪問を行い、課題分析や助言を行うなどの取り組みを推進した。さらに、中小企業におけるテレワークの導入・定着の支援を行い、働き方改革を促進した。
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